
Ⅴ　歳出の状況

　1.　目 的 別 歳 出

　目的別歳出の内訳は、第20表のとおりである。

　　　　目的別歳出の主な内訳は、民生費が2,283億6,520万円（構成比33.6％）、総務費が898億7,024万円（構成

比13.2％）、公債費が767億4,638万円（構成比11.3％）、土木費が755億8,246万円（構成比11.1％）、教育費

が686億5,709万円（構成比10.1％）となっている。

　対前年度伸び率では、①総務費は、一部市町村における庁舎整備事業の増などにより、6.3％の増（前

年度2.2％減）、②民生費は、一部市町村における子ども館整備事業の増などにより、0.0％の増（前年度

3.2％増）、③教育費は、一部市町村における体育施設整備事業の減などにより、14.7％の減（前年度12.8％

増）、④公債費は、償還利子の減などにより、1.3％の減（前年度2.9％減）

などから、歳出全体の対前年度伸び率は0.5％の増（前年度0.8％増）となった。

第20表　目的別歳出決算額の状況

（単位：千円、％）

構成比 構成比 29年度 28年度

議 会 費 5,322,893 0.8 5,329,727 0.8 △6,834 △0.1 △7.7

総 務 費 89,870,243 13.2 84,574,445 12.5 5,295,798 6.3 △2.2

目 民 生 費 228,365,198 33.6 228,349,372 33.8 15,826 0.0 3.2

衛 生 費 56,591,409 8.3 54,924,667 8.1 1,666,742 3.0 △2.7

労 働 費 483,931 0.1 523,272 0.1 △39,341 △7.5 △54.0

農 林 水 産 業 費 27,666,832 4.1 27,499,091 4.1 167,741 0.6 △4.9

的 商 工 費 18,312,293 2.7 16,435,691 2.4 1,876,602 11.4 △7.2

土 木 費 75,582,455 11.1 68,938,388 10.2 6,644,067 9.6 △0.7

消 防 費 29,774,630 4.4 29,395,026 4.3 379,604 1.3 1.1

教 育 費 68,657,087 10.1 80,444,364 11.9 △11,787,277 △14.7 12.8

別 災 害 復 旧 費 983,548 0.1 832,568 0.1 150,980 18.1 △42.7

公 債 費 76,746,381 11.3 77,722,894 11.5 △976,513 △1.3 △2.9

諸 支 出 金 1,125,078 0.2 1,247,630 0.2 △122,552 △9.8 △15.6

前年度繰上充用金 0 0.0 0 0.0 - -

679,481,978 100.0 676,217,135 100.0 3,264,843 0.5 0.8

　2.　性 質 別 歳 出

　　(1) 概　　　　況

　　　　性質別歳出の内訳は、第21表のとおりである。

　　　　義務的経費において、その内訳は、人件費が、退職手当の減などにより0.0％の減（前年度3.0％減）、
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扶助費が臨時福祉給付金の減などにより0.3％の減（前年度4.8％増）、公債費が、地方債元利償還金の減などにより

1.3％の減（前年度2.8％減）となったことなどから、総額では14億1,604万円、対前年度伸び率は0.5％の減

（前年度0.8％増）となった。その結果、義務的経費の歳出総額に占める割合は45.3％と、前年度から0.4ポイント

下回った。

　　　　投資的経費において、普通建設事業費が、一部市町村における体育施設整備事業の減、小学校整備事業の減などによ

り、5.5％の減（前年度9.7％増）となったことなどから、総額では50億2,169万円、対前年度伸び率は5.3％の減（前

　 年度8.8％増）となった。その結果、投資的経費の歳出総額に占める割合は13.1％と、前年度（14.0％）を0.9ポイン

  ト下回った。

　その他の経費において、その主な内訳は、補助費等が、一部事務組合負担金の増などにより、2.3％の増（前

年度3.5％減）、積立金が、その他特定目的金への積立金の増などにより、24.0％の増（前年度8.3％減）、

繰出金が、介護保険事業特別会計繰出金の増などにより、1.8％の増（前年度1.6％減）となったことなどから、

総額では97億257万円、対前年度伸び率は3.6％の増（前年度1.6％減）となった。

その結果、その他の経費の歳出総額に占める割合は41.6％と、前年度（40.3％）を1.3ポイント上回った。

第21表　性質別歳出決算額の状況

（単位：千円、％）

構成比 構成比 29年度 28年度

77,722,157 11.5 77,723,945 11.5 △1,788 0.0 △3.0

153,190,383 22.5 153,628,327 22.7 △437,944 △0.3 4.8

76,746,381 11.3 77,722,688 11.5 △976,307 △1.3 △2.8

307,658,921 45.3 309,074,960 45.7 △1,416,039 △0.5 0.8

88,330,738 13.0 93,503,404 13.8 △5,172,666 △5.5 9.7

性 補 助 事 業 費 36,072,350 5.7 38,386,566 5.7 △2,314,216 △6.0 △5.1

単 独 事 業 費 52,258,388 7.3 55,116,838 8.1 △2,858,450 △5.2 23.1

983,548 0.1 832,568 0.2 150,980 18.1 △42.7

0 0.0 0 0.0 0 － －

質 89,314,286 13.1 94,335,972 14.0 △5,021,686 △5.3 8.8

79,614,311 11.7 80,788,439 11.9 △1,174,128 △1.5 1.7

15,458,542 2.3 12,651,279 1.9 2,807,263 22.2 10.0

86,009,128 12.7 84,106,422 12.4 1,902,706 2.3 △3.5

別 22,897,035 3.4 18,471,395 2.7 4,425,640 24.0 △8.3

10,492,608 1.5 9,983,353 1.5 509,255 5.1 △9.4

68,037,147 10.0 66,805,315 9.9 1,231,832 1.8 △1.6

0 0.0 0 0.0 0 － －

282,508,771 41.6 272,806,203 40.3 9,702,568 3.6 △1.6

679,481,978 100.0 676,217,135 100.0 3,264,843 0.5 0.8

　※　補助事業費には、国直轄事業負担金及び受託事業のうち補助事業費を含む。

　※　単独事業費には、県営事業負担金、同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうち単独事業費を含む。

29年度決算額 28年度決算額
増　減　額区　　　　分
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　　　また、性質別歳出を経常的経費、臨時的経費に大別すると、経常的経費の歳出総額に占める割合は72.7％で前年度

　 （72.1％）を0.6ポイント上回った。経常的経費における義務的経費をみると、経常的経費総額に対する比率は、扶助費

　　が30.0％と、前年度と比較して0.4ポイント上回った一方、人件費が15.3％、公債費が15.2％と、前年度と比較してそ

　　れぞれ0.2ポイント、0.5ポイント下回った。義務的経費全体は60.5％で、前年度（60.8％）を下回った。

第22表　性質別歳出の臨時的経費及び経常的経費

（単位：千円、％）

構成比
うち一般財
源充当分

構成比
うち一般財
源充当分

人 件 費 77,722,157 2,007,567 1.1 1,355,711 75,714,590 15.3 72,831,744

物 件 費 79,614,311 17,578,008 9.5 12,346,996 62,036,303 12.6 49,686,503

維 持 補 修 費 15,458,542 4,799,575 2.6 3,898,729 10,658,967 2.2 9,795,301

扶 助 費 153,190,383 5,105,535 2.8 1,748,616 148,084,848 30.0 43,441,981

補 助 費 等 86,009,128 24,960,970 13.5 17,155,951 61,048,158 12.3 55,336,875

公 債 費 76,746,381 1,455,096 0.8 830,050 75,291,285 15.2 73,017,366

積 立 金 22,897,035 22,897,035 12.3 16,062,139

投資・出資・貸付金 10,492,608 9,145,783 4.9 2,897,818 1,346,825 0.3 1,159,874

繰 出 金 68,037,147 8,144,688 4.4 8,034,624 59,892,459 12.1 49,441,214

前年度繰上充 当金 0 0 0.0 0

小 計 590,167,692 96,094,257 51.8 64,330,634 494,073,435 100.0 354,710,858

投 資 的 経 費 89,314,286 89,314,286 48.2 19,224,382

歳 出 合 計 679,481,978 185,408,543 100.0 83,555,016 494,073,435 100.0 354,710,858

構 成 比 100.0 27.3 12.3 72.7 52.2

臨　時　的　経　費 経　常　的　経　費
区分 決算額



　(2) 性質別歳出の状況

　　ア　人　　件　　費

　　　　人件費の状況は、第23表のとおりである。

　　決算額は、777億2,216万円で歳出総額の11.5％を占めている。対前年度伸び率は、退職金の減などにより、

　　 総額で0.0％減（前年度3.0％減）となっている。

　　これを細目別にみると、議員報酬手当が0.0％増（前年度0.4％減）、委員等報酬が1.9％増（前年度8.9％減）、

　　 市町村長等特別職の給与が0.3％減（前年度0.6％増）、職員給が0.1％減（前年度1.1％減）、共済組合等負担金が

　　 2.7％増（前年度9.8％減）、退職金が4.2％減（前年度3.8％減）となっている。

第23表　人件費の内訳

増減額

決算額(A) 構成比 決算額(A) 構成比 (A)-(B) 29年度 28年度

議 員 報 酬 手 当 2,791,391 3.6 2,790,481 3.6 910 0.0 △0.4

委 員 等 報 酬 3,432,744 4.4 3,368,497 4.3 64,247 1.9 △8.9

市 町 村 長 等
特 別 職 の 給 与

1,192,273 1.5 1,196,437 1.5 △4,164 △0.3 0.6

職 員 給 49,336,936 63.5 49,373,280 63.5 △36,344 △0.1 △1.1

共済組合等負 担金 11,186,199 14.4 10,894,896 14.0 291,303 2.7 △9.8

退 職 金 9,189,135 11.8 9,590,121 12.3 △400,986 △4.2 △3.8

そ の 他 593,479 0.8 510,233 0.8 83,246 16.3 7.6

合 計 77,722,157 100.0 77,723,945 100.0 △1,788 △0.0 △3.0

（単位：千円、％）

区　　　分

増減率平成29年度 平成28年度



　　イ　物　　件　　費

　　　　物件費の状況は、第24表のとおりである。

　　決算額は、796億1,431万円で歳出総額の11.7％を占めている。対前年度伸び率は、一部市町村における市立

　　　図書館・図書及び施設用備品購入費の減などにより、前年度に比べ1.5％減（前年1.7％増）となっている。

　物件費の内訳では、委託料が56.8％と最も高い比率を占めており、以下需用費、その他の順となっている。

第24表　物件費の内訳

（単位：千円、％）

増　減　額

決算額(A) 構成比 決算額(B) 構成比 (A) － (B) 29年度 28年度

4,676,269 5.9 4,711,865 5.8 △35,596 △0.8 2.5

1,167,209 1.5 1,167,487 1.4 △278 0.0 4.3

60,054 0.1 62,030 0.1 △1,976 △3.2 2.5

17,363,610 21.8 17,400,169 21.5 △36,559 △0.2 △1.3

2,514,610 3.1 2,504,734 3.1 9,876 0.4 3.1

1,651,087 2.1 2,530,970 3.1 △879,883 △34.8 40.7

45,204,041 56.8 45,791,756 56.7 △587,715 △1.3 0.0

6,977,431 8.7 6,619,428 8.3 358,003 5.4 10.0

79,614,311 100.0 80,788,439 100.0 △1,174,128 △1.5 1.7

　　ウ　扶　　助　　費

　　　　扶助費の状況は、第25表のとおりである。

　　決算額は、1,531億9,038万円で歳出総額の22.5％を占めている。対前年度伸び率は、臨時福祉給付金の減

　  　などにより、0.3％減（前年度4.8％増）となっている。

　　　　扶助費の内訳では、民生費が95.5％と大部分を占めており、なかでも児童福祉費が44.2％、社会福祉費が

　25.6％と高い割合を占めている。

第25表　扶助費の内訳

（単位：千円、％）

増　減　額

決算額(A) 構成比 決算額(A) 構成比 (A) － (B) 29年度 28年度

社 会 福 祉 費 39,225,762 25.6 41,793,455 27.2 △2,567,693 △6.1 17.3

老 人 福 祉 費 2,041,170 1.3 2,289,685 1.5 △248,515 △10.9 15.1

児 童 福 祉 費 67,694,602 44.2 66,192,946 43.1 1,501,656 2.3 △0.5

生 活 保 護 費 37,396,623 24.4 37,826,613 24.6 △429,990 △1.1 △0.4

災 害 救 助 費 8,370 0.0 1,120 0.0 7,250 647.3 △44.3

小 計 146,366,527 95.5 148,103,819 96.4 △1,737,292 △1.2 4.2

960,653 0.6 970,708 0.6 △10,055 △1.0 7.2

5,863,203 3.9 4,553,800 3.0 1,309,403 28.8 29.6

0 0

153,190,383 100.0 153,628,327 100.0 △437,944 △0.3 4.8合　　　　　計

民
　
生
　
費

教 育 費

備 品 購 入 費

委 託 料

そ の 他

旅 費

交 際 費

需 用 費

役 務 費

衛 生 費

そ の 他

増　減　率
区　　　　分

平成29年度 平成28年度

増　減　率

合　　　　　計

平成29年度 平成28年度
区　　　　分

賃 金



　　エ　補　助　費　等

　　　　補助費等の状況は、第26表のとおりである。

        決算額は、860億913万円で歳出総額の12.7％を占めている。対前年度伸び率は2.3％増（前年度3.5％減）

　　　となっている。

　    　補助費等の内訳では、負担金・寄附金が主であり、なかでも一部事務組合に対するものが42.4％を占めてい

　　　る。補助交付金は17.4％を占めており、その他の34.7％の中には、公営企業会計（法適）に対する負担金・補

　　　助金も含まれている。

第26表　補助費等の内訳

（単位：千円、％）

増　減　額

決算額(A) 構成比 決算額(B) 構成比 (A) － (B) 29年度 28年度

国 ・ 県 に
対 す る も の

1,206,337 1.4 1,145,197 1.4 61,140 5.3 11.7

一 部 事 務 組 合
に 対 す る も の

36,493,139 42.4 35,387,538 42.1 1,105,601 3.1 △2.1

そ の 他 3,508,316 4.1 3,676,196 4.3 △167,880 △4.6 6.5

小 計 41,207,792 47.9 40,208,931 47.8 998,861 2.5 △1.0

14,957,166 17.4 15,068,229 17.9 △111,063 △0.7 △4.6

29,844,170 34.7 28,829,262 34.3 1,014,908 3.5 △6.3

86,009,128 100.0 84,106,422 100.0 1,902,706 2.3 △3.5

　　オ　普通建設事業費

　　　　普通建設事業費の状況は、第27表のとおりである。

　　　　決算額は、883億3,074万円で歳出総額の13.1％を占めている。対前年度伸び率は5.5％の減（前年度9.7%増）

　　　となっている。

　　　　普通建設事業費の構成比は、補助事業費40.6％、単独事業費56.0％、その他が3.4％となっている。

  　　　対前年度伸び率は、補助事業費が5.8％減（前年度5.0％減）、単独事業費が5.0％減（前年度24.4％増）

　　　である。

　　　　目的別増減率では、総務費38.6増（前年度18.3％増）、民生費10.1％減（前年度37.0％増）、衛生費

      増）土木費8.1％増（前年度3.6％減）、教育費42.3％減（前年度31.2％増）などとなっている。

     23.6％増（前年度14.6％減）、農林水産業費3.0％増（前年度5.6％減）、商工費60.8％増（前年度25.1％
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第27表　普通建設事業費の内訳

（単位：千円、％）

増　減　額

決算額(A) 構成比 決算額(B) 構成比 (A) － (B) 29年度 28年度

35,850,260 40.6 38,053,976 40.7 △2,203,716 △5.8 △5.0

49,469,811 56.0 52,092,560 55.7 △2,622,749 △5.0 24.4

0 0 - -

2,767,546 3.1 2,879,559 3.1 △112,013 △3.9 1.8

1,084 0.0 99,443 0.1 △98,359 △98.9 6,332.3

242,037 0.3 377,866 0.4 △135,829 △35.9 △15.6

88,330,738 100.0 93,503,404 100.0 △5,172,666 △5.5 9.7

第28表　普通建設事業費の目的別内訳

（単位：千円、％）

増　減　額

決算額(A) 構成比 決算額(B) 構成比 (A) － (B) 29年度 28年度

14,628,349 16.6 10,557,108 11.3 4,071,241 38.6 18.3

2,853,036 3.2 3,174,289 3.4 △321,253 △10.1 37.0

う ち 保 育 所 1,227,377 1.4 1,417,188 1.5 △189,811 △13.4 1.8

2,821,881 3.2 2,282,400 2.4 539,481 23.6 △14.6

う ち 清 掃 費 808,700 0.9 1,103,115 1.2 △294,415 △26.7 △45.2

8,874,147 10.0 8,614,256 9.2 259,891 3.0 △5.6

う ち 農 業 費 3,237,223 3.7 1,875,748 2.0 1,361,475 72.6 25.1

う ち 農 地 費 355,197 0.4 2,410,524 2.6 △2,055,327 △85.3 14.1

う ち 林 業 費 360,405 0.4 753,330 0.8 △392,925 △52.2 116.0

3,633,786 4.1 2,259,190 2.4 1,374,596 60.8 25.1

34,421,888 39.0 31,856,543 34.1 2,565,345 8.1 △3.6

うち道路橋りょう費 16,660,242 18.9 18,381,188 19.7 △1,720,946 △9.4 0.4

う ち 都 市 計 画 費 10,387,655 11.8 6,438,255 6.9 3,949,400 61.3 0.0

3,174,751 3.6 3,707,482 4.0 △532,731 △14.4 1.2

17,904,416 20.3 31,040,650 33.2 △13,136,234 △42.3 31.2

う ち 小 学 校 費 5,246,451 5.9 7,871,325 8.4 △2,624,874 △33.3 △16.5

う ち 中 学 校 費 2,780,081 3.1 3,655,161 3.9 △875,080 △23.9 1.3

18,484 0.0 11,486 0.0 6,998 60.9 6.5

88,330,738 100.0 93,503,404 100.0 △5,172,666 △5.5 9.7

そ の 他

民 生 費

衛 生 費

農 林 水 産 費

商 工 費

同級他団体施行事業負担金

受 託 事 業 費

土 木 費

増　減　率
区　　　　分

平成29年度 平成28年度

消 防 費

教 育 費

県 営 事 業 負 担 金

合　　　　　計

増　減　率

補 助 事 業 費

区　　　　分
平成29年度 平成28年度

単 独 事 業 費

合　　　　　計

国 直 轄 事 業 負 担 金

総 務 費



　　カ　公　　債　　費

　　　　公債費の状況は、第29表のとおりである。

　　決算額は、767億4,638万円で、歳出総額の11.3％を占めている。対前年度伸び率は1.3％減（前年度2.8％減）

　　　となっている。

第29表　公債費の内訳

（単位：千円、％）

構成比 構成比 29年度 28年度

100.0 100.0 △1.3 △2.8

0.0 0.0 △0.9 △63.6

100.0 100.0 △1.3 △2.8

　　キ　積　　立　　金

　　　　積立金の状況は、第30表のとおりである。

　　決算額は、228億9,704万円で歳出総額の3.4％を占めている。対前年度伸び率は、その他特定目的金への

　　　積立金の増などにより、24.0％増（前年度8.3％減）となっている。

　　　　目的別では、財政調整基金が52.2％減（前年度20.5％減）、減債基金が11.5％減（前年度82.7％増）、

　その他特定目的基金が57.9％増（前年度70.3％減）となっている。

第30表　積立金等の状況
（単位：千円）

決算額(A)

76,734,648

11,733

76,746,381

決算額(B)

77,710,848

11,840

増　減　率

合　　　　　計

平成29年度 平成28年度
区　　　　分

77,722,688

元 利 償 還 金

一 時 借 入 金 利 子 △107

△976,200

区　　　　　　　　分

平 成 28 年 度 末 現 在 高

平
成
29
年
度

積 立 金

歳 計 剰 余 金 処 分 に よ る も の

取 崩 額

調 整 額

平 成 29 年 度 末 現 在 高 61,948,595

△ 35,023

5,640,377

14,595,770

△976,307

3,309,997

67,629,014

30,609,650

△ 41,080

財政調整基金

△ 177,083

6,917,506

24,546,768

22,897,035

増　減　額

(A) － (B)

87,290,142

△ 100,980

529,007

7,297,925

17,950,024

76,210,016

その他特定目的基金

179,848,387

174,757,697

合　　　計

748,122

2,653,073

1,637,014

30,918,667

減 債 基 金



　　ク　公営企業会計等への繰出し

　　　　公営企業会計等への繰出し状況は、第31表のとおりである。

　①　法非適等

　　　　法非適用公営企業会計、国民健康保険事業会計、後期高齢者医療事業会計等及び定額運用基金等への繰出額

　　　は、680億3,715万円で歳出総額の10.0％を占めている。対前年度伸び率は1.8％増（前年度1.6％減）となった

        繰出先別では、介護保険事業会計（保険事業勘定）への繰出しが208億6,876万円、構成比30.6％で最も多く

      次いで後期高齢者医療事業会計が26.3％、国民健康保険事業会計（事業勘定）が22.3％等となっている。

　      繰出しの目的別では、事務費50.8％、公債費財源14.5％、建設費1.6％、赤字補てん財源0.2％、運転資金

      0.1％の順となっている。

　②　法適

　　　　法適用公営企業会計への繰出額は、254億451万円で歳出総額の3.8％を占めている。 対前年度伸び率は、

　    0.8％減（前年度3.0％減）となっている。

　      繰出先別では、病院事業会計への繰出しが156億884万円、構成比61.4％で最も多く、次いで下水道事業

      会計が24.9％、上水道事業会計が8.9％等となっている。

繰出しの目的別では、事務費52.9％、公債費財源34.7％、建設費4.5％、赤字補てん財源3.4％、運転資金

　    2.0％の順となっている。

第31表　公営企業会計等への繰出しの状況

（単位：千円、％）

繰出額 伸び率 繰出額 伸び率 繰出額 伸び率 繰出額 伸び率 繰出額 伸び率

63,537,232 3.1 65,062,419 2.4 67,924,124 4.4 66,805,315 △1.6 68,037,147 1.8

う ち 下 水 道 11,591,843 2.8 11,648,753 0.5 11,682,255 0.3 11,612,023 △0.6 11,897,678 2.5

35,733,930 14.7 27,220,375 △23.8 26,406,360 △3.0 25,617,288 △3.0 25,404,506 △0.8

う ち 病 院 25,156,425 22.5 16,423,531 △34.7 16,060,087 △2.2 15,796,667 △1.6 15,608,836 △1.2

法 適

法 非 適 等

平成29年度
区　　　　分

平成25年度 平成28年度平成26年度 平成27年度



　(3) 市部と町村部の性質別歳出の状況

      市部と町村部の性質別歳出の状況は、第32表のとおりである。

      義務的経費の占める割合は、市部48.9％（前年度49.3％）、町村部36.4％（前年度36.6％）であり、投資的

経費は、市部12.5％（前年度13.1％）、町村部14.6％（前年度16.1％）となっている。

      市部において義務的経費が町村部よりも高くなっているのは、生活保護に要する経費や児童扶養手当等が扶

  　助費に含まれていること等による。

      また、人口１人当たりでみると、市部は481,389円、町村部は647,142円となり、町村部が165,753円高くなっ

　  ている。

第32表　市部・町村部の性質別歳出決算額の状況

（単位：千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 市部 町村部 市部 町村部

52,016,702 10.7 25,705,455 13.3 △0.4 0.7 51,493 86,102

130,080,002 26.7 23,110,381 12.0 0.3 △3.6 128,772 77,410

55,261,039 11.4 21,485,342 11.1 △1.3 △1.1 54,706 71,966

237,357,743 48.8 70,301,178 36.4 △0.2 △1.3 234,971 235,478

60,448,318 12.4 27,882,420 14.4 △3.6 △9.5 59,840 93,394

補 助 事 業 費 25,830,466 5.3 10,241,884 5.3 △6.7 △4.3 25,570 34,306

単 独 事 業 費 34,617,852 7.0 17,640,536 9.0 △1.2 △12.2 34,270 59,088

566,744 0.1 416,804 0.2 112.2 △26.3 561 1,396

0 0.0 0 0.0 - - 0 0

61,015,062 12.5 28,299,224 14.6 △3.1 △9.8 60,401 94,790

53,411,121 11.0 26,203,190 13.6 △0.9 △2.5 52,874 87,769

11,117,484 2.3 4,341,058 2.2 23.2 19.6 11,006 14,541

53,809,486 11.1 32,199,642 16.7 0.4 5.5 53,268 107,854

13,364,146 2.7 9,532,889 4.9 37.5 8.9 13,230 31,931

9,234,901 1.9 1,257,707 0.7 4.6 8.7 9,142 4,213

46,969,707 9.7 21,067,440 10.9 2.5 0.4 46,497 70,566

0 0.0 0 0.0 - - 0 0

187,906,845 38.7 94,601,926 49.0 3.9 2.9 186,017 316,874

486,279,650 100.0 193,202,328 100.0 0.9 △0.7 481,389 647,142

※　人口は平成30年1月1日現在の住民基本台帳人口である。市部1,010,160人、町村部298,547人

※　補助事業費には、国直轄事業負担金及び受託事業のうち補助事業費を含む。

※　単独事業費には、県営事業負担金、同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうち単独事業費を含む。

普 通 建 設 事 業 費

計

投
資
的
経
費

災 害 復 旧 事 業 費

失 業 対 策 事 業 費

計

そ
の
他
の
経
費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

投資・出資・貸付金

繰 出 金

前 年 度 繰 上 充 用 金

計

歳　　出　　合　　計

人口1人当たり決算額(円)
区　　　　分

市部 町村部

義
務
的
経
費

増　減　率

人 件 費

扶 助 費

公 債 費


